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１ 施策取組方向における目標設定について 

 

(１)ごみゼロ社会の実現（一般廃棄物） 

 

① １人１日あたりのごみ排出量 

1 人１日あたりのごみ排出量については、ごみの発生・排出抑制に係る市町の取組が進み、

また、各種リサイクル制度導入されたことにより、平成 14 年度前後から平成 21 年度まで

着実に削減が進みました。平成 23 年 3 月に策定した三重県廃棄物処理計画及びごみゼロ

社会実現プランでは、当時の削減率を見込み目標を設定しましたが、平成 22 年度以降、１

人 1 日あたりのごみ排出量は全国の傾向と同様に横ばいとなり、目標達成としては困難とな

りました。 

近年の横ばいの傾向は、市町の取組やリサイクル制度が浸透してきたことに加え、観光

入込客数の増加によるものと考えられます。 

本計画の目標値については、国の第三次循環型社会形成推進基本計画に掲げる平成 32 

年度の取組指標との整合を図り、また、各市町の一般廃棄物処理計画の目標達成に向けた削

減率を踏まえ設定しました。 

目標達成に向けて、市町の一般廃棄物処理基本計画で計画されたごみの排出量の削減の

取組に加え、さらなる削減（1.6 万 t）について新たな取組が必要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人 1日あたりごみ排出量 
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② ごみの資源化率 

県内ではＲＤＦ化や焼却灰の再資源化等が進み、全国で最も高い水準でごみの資源化率

が推移していますが、紙類や金属等直接資源化量が減少し、横ばいで推移し、目標達成が困

難な状況となっています。 

 

直接資源化量の減少は、紙や金属等の民間の直接取引や店頭での資源回収等、市町以外

の資源回収の増加のほか、ペーパーレス化等により紙の使用量が減少するなど社会的要因が

考えられ、市町の取組によりごみの資源化率を大幅に向上するのは困難な状況となっていま

す。 

本計画の目標については、すでに国の第三次循環型社会形成推進基本計画に掲げる平成 32 

年度の取組指標をすでに達成していることから、各市町の一般廃棄物処理基本計画の目標達成に

向けた向上率を踏まえ設定しました。 

 

目標達成に向けて、市町の資源化率の向上の取組を推進するとともに、市町以外での資源回

収とも連携を図りながら、より質の高い資源回収が行われる取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみの資源化率 

 

 

 

％ 
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③ 最終処分量 

最終処分量については着実の削減が進み、既に平成 27 年度の目標を達成しています。 

 

本計画の目標については、国の第三次循環型社会形成推進基本計画に掲げる平成 32 年

度の目標値を既に概ね達成できていることから、各市町の一般廃棄物処理基本計画の目標達

成に向けた削減率を踏まえ設定しました。 

目標達成に向けて、ごみの発生・排出抑制や、溶融処理施設の整備や焼却灰の再資源化

等計画されている循環利用の取組を着実に進める必要があります。 

 

最終処分量 

 

本計画においては、近年の動向を踏まえた推計結果や市町の施策の動向を踏まえ、目標

を設定します。 

ごみの資源化率については、全国で最も高い水準ですが近年は横ばいで推移しています。

今後も紙類や金属等の直接資源化量が減少を続けていくと見込まれることから、大幅な向上

は見込めないことや、市町の施策の動向を踏まえ、目標を設定します。 

最終処分量については、着実の削減が進んでいることから、ごみゼロ社会実現プランの

最終目標を踏まえ、目標を設定します。 

なお、目標値については、各市町の一般廃棄物処理計画を基本に推計し、整合を図って

います。 

 

ｔ 
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(２)産業廃棄物の３Ｒの推進 

 

産業廃棄物の３Ｒの推進に係る目標については、排出量については達成できる見込みであ

り、再生利用率及び最終処分量については目標達成に向けた取組を進めています。 

ここで、今後の動向を把握するため、県内の建設業、製造業等活動量指標のこれまでの推

移や、全国の再生利用率や最終処分率の推移を踏まえ、産業廃棄物の排出量等について将来

推計を行った結果は次表のとおりとなり、排出量については減少し、再生利用率及び最終処

分量については平成 27 年度目標と同程度の水準となる結果となりました。なお、東海環状

自動車道やリニア中央新幹線の整備に係る影響については予測が困難なため、別途排出量の

計算は行っていません。 

推計結果の再生利用率については、産業廃棄物の種類毎の再生利用率を全国の推移と同程

度に向上させていかなければ達成できない水準ですが、がれき類の排出量が減少するなど産

業廃棄物の種類の構成比が変化による影響を受け、全体の再生利用率に大きな向上は見られ

ない結果となりました。最終処分量についても同様の傾向が示されています。 

これは、本県がものづくりを中心とする産業を形成し、全国でも上位の工業生産を有して

いることから、再生利用が進みにくい産業廃棄物（汚泥、廃酸、廃アルカリ等）の排出量の

割合が高く、また、安全性等の面から最終処分せざるを得ない産業廃棄物も存在しているこ

とを反映していると考えられます。このような本県の特性より、これまで社会基盤として廃

棄物処理センター事業よる管理型最終処分場の整備を進め、また、民間の最終処分場の整備

も進められてきた状況にあります。 

このような状況を踏まえ、本計画の目標については将来推計結果を基本とし、さらに排出

事業者を対象とした三重県産業廃棄物抑制等事業費補助金による平成 32 年度までの効果と

して 1 万 t/年の排出削減を見込んで設定しました。 
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① 不法投棄等不適正処理の改善着手率 

産業廃棄物の不法投棄及び不適正処理については、早期に改善に着手する必要がある

ため、改善に着手した率の目標を 100％とします。 

 

不法投棄等不適正処理の発生件数と是正率 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

不法投棄等不適正処理

発生件数（件） 
58 31 37 

改善着手件数（件） 40 20 31 

改善着手率 69.0% 64.5% 83.9% 
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③ 大規模災害に備えた災害廃棄物処理体制の整備市町数 

大規模災害時には大量のがれき類等が発生し、その適正処理が大きな課題となり、1日も早く

平常時の生活に戻れるようにするためには、被災現場から災害廃棄物が速やかに撤去されるこ

とが求められます。そのためには、各市町で災害廃棄物を一時的に搬入する仮置場が確保され

ている必要があることから、全市町で大規模災害を想定した仮置場が確保されていることを目

標とします。 
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(４)重点的な課題への取組 

 

① 使用済小型電子機器等の回収量 

平成 26 年 4 月現在、使用済小型電子機器等の回収を行う市町数は 20 市町となってお

り、回収量は 0.32 kg/人･年となっています。今後、県内の市町による使用済小型電子機

器 等の回収を促進し、県民一人あたり 1 kg 以上（「使用済小型電子機器等の再資源化促進

に係る基本方針」に掲げる目標(H 27)）にすることを目標とします。 

 

② ごみの未利用エネルギー回収量 

平成 25 年度現在、市町等のごみの処理に伴い回収されるエネルギー量は 1.15 MJ/t

となっており、計画されている施設整備を着実に進めることにより見込まれる約 1.49 

MJ/t を目標とします。 

 

ごみの未利用エネルギー回収量 

③ 優良認定処理業者の認定件数 

多量排出事業者に対し優良認定処理業者の活用について働きかけを行うなど、優良認

定処理業者の普及・活用に向けた取組により、毎年 50 件程度優良認定件数が増加する状

況となっています。 

今後、制度開始から５年目となる平成 28 年度までは年間 50 件ずつ増加し、その後

は 15 件ずつ増加させることとし、420 件（産業廃棄物処理業許可件数のうち約 8％が優

良認定を取得）を目標として取り組みます。 

 

 

 

年度 
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優良産廃処理業者数の推移 

項目 
平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 32

年度 

優良認定処理

業者認定件数 
101 135 216 260 310 360 420 

産業廃棄物処

理業許可件数 
4,931 5,399 5,239 (5,230) (5,230) (5,230) (5,230) 

割合 2.0％ 2.5％ 4.1％ 5.0％ 5.9％ 6.9％ 8.0％ 

（注 1）特別管理産業廃棄物に係る優良産廃処理業者認定件数及び許可件数を含んでいます。 

 

④ PCB 廃棄物の適正処分率 

高濃度 PCB 廃棄物の保管量は、平成 25 年末時点でトランス 242 台、コンデンサ 

15,192 台、PCB（濃度 100％） 0.416 t、PCB を含む油 4.208 t となっており、平成 34 

年度末までに JESCO 豊田 PCB 処理事業所で処理を行う必要があります。今後、処理期限の

平成 34 年度末に向けて、使用中の製品が廃棄されることも予想されることから、保管中

の PCB 廃棄物の処理を１年前倒しで終えることを想定し、平成 32 年度末の PCB 廃棄物処

分率を 90 ％以上とすることを目標とします。なお、このほか、約 8 万台の高濃度 PCB

を含む安定器についても、処理期限までに処理を加速させていきます。 

 

PCB 廃棄物の保管量及び使用中の製品の量（平成 25 年末時点） 

廃棄物の種類 保管量 使用中製品の量 

トランス 242 台 8 台 

コンデンサ 15,192 台  1,197 台 

PCB(濃度100％) 0.416 t  0 t  

PCBを含む油 4.208 t  0 t  

（注 1）今後の掘り起し調査により増加することがあります。 

（注 2）JESCO北九州PCB処理事業所で処理する一部の小型の機器も含んでいます。 

 

 

⑤ 一定規模（100 t）以上の不法投棄の発生件数 

産業廃棄物の不法投棄の発生件数は減少傾向を示していましたが、平成 25 年度から

増加に転じています。今後も未然防止を図っていきますが、規模の拡大により生活環境へ

の支障が生じないよう、早期発見、早期是正により一定規模（100 t）以上を発生させな

いことを目標とします。 

なお、産業廃棄物の不法投棄については建設系廃棄物の事案が多く、また、県内の平
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均的な規模の家屋を解体した際に生じる産業廃棄物の量 50 ｔ（車両数台分）となること

を踏まえ、早期発見、早期是正により防止すべき量の目安を 100 t とします。 

 

県内の産業廃棄物不法投棄件数の推移 

項目 
平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

不法投棄の発生件数 18 8 7 14 19 

うち 10ｔ以上の件数 6 4 3 3 8 

うち 100ｔ以上の件数 2 1 0 2 1 
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２ 基礎データ 

 

(１)市町別一般廃棄物の処理実績（H25 年度） 

 

  
1人1日

計画収集人口 生活系ごみ 事業系ごみ あたり 資源化量 資源化率 再生利用率 最終処分量 最終処分率

(人) 排出量 排出量 集団回収 災害廃棄物 ごみ排出量 (ｔ) Ｒ(％) Ｒ’(％) (ｔ) (％)

(ｔ) (ｔ) (ｔ) (ｔ) (g/人･日）

津 市 281,547 109,627 72,573 33,224 3,830 1,067 25,288 23.1 19.5 11,589 10.6

四日市市 306,690 105,989 68,850 32,238 4,901 947 29,309 27.7 17.9 9,933 9.4

伊勢市 128,172 54,689 34,897 16,840 2,952 1,169 14,628 26.7 24.7 142 0.3

松阪市 166,795 61,118 39,038 16,791 5,289 1,004 11,149 18.2 14.6 7,015 11.5

桑名市 142,692 50,197 37,154 13,043 0 964 31,441 62.6 19.3 2,302 4.6

鈴鹿市 197,626 70,069 47,648 19,239 3,182 971 17,436 24.9 14.2 1,588 2.3

名張市 79,245 21,747 14,528 7,219 0 752 2,502 11.5 8.4 1,124 5.2

尾鷲市 18,737 7,210 5,756 1,428 26 1,054 1,981 27.5 19.5 128 1.8

亀山市 50,537 19,002 13,491 4,834 677 1,030 7,243 38.1 23.0 0 0.0

鳥羽市 20,153 12,985 4,846 7,408 731 1,765 1,595 12.3 12.3 3,474 26.8

熊野市 18,374 7,097 5,962 1,135 0 1,058 2,380 33.5 32.0 159 2.2

いなべ市 45,412 13,121 10,190 2,931 0 792 4,008 30.5 12.9 870 6.6

志摩市 51,988 22,095 14,303 7,522 270 1,164 4,146 18.8 17.3 3,605 16.3

伊賀市 93,849 28,052 23,299 3,846 844 63 819 16,312 58.1 14.2 1,557 5.6

市 計 1,601,817 582,998 392,535 167,698 22,702 63 997 169,418 29.1 17.7 43,486 7.5

木曽岬町 6,591 1,566 1,290 162 114 651 1,031 65.8 24.5 43 2.7

東員町 25,502 8,538 7,045 373 1,120 917 4,552 53.3 20.6 1,883 22.1

菰野町 41,152 12,632 9,726 2,906 0 841 3,525 27.9 27.9 160 1.3

朝日町 10,125 2,099 1,987 112 0 568 459 21.9 13.7 293 14.0

川越町 14,627 3,203 2,871 275 57 600 788 24.6 17.3 487 15.2

多気町 15,411 4,909 3,659 746 504 873 1,447 29.5 17.3 575 11.7

昭和町 23,197 7,753 5,273 1,999 481 916 2,040 26.3 18.2 112 1.4

大台町 10,051 4,726 2,645 1,921 160 1,288 3,662 77.5 46.2 0 0.0

玉城町 15,347 5,151 4,198 778 175 920 1,633 31.7 23.7 15 0.3

度会町 8,397 2,446 2,048 398 0 798 615 25.1 16.2 2 0.1

大紀町 9,335 2,905 2,339 455 111 853 1,829 63.0 10.5 31 1.1

南伊勢町 13,484 5,484 4,965 519 0 1,114 919 16.8 16.8 1,255 22.9

紀北町 17,458 8,777 5,723 3,054 0 1,377 4,798 54.7 10.8 1,189 13.5

御浜町 9,250 2,690 2,690 0 0 797 1,577 58.6 21.5 197 7.3

紀宝町 11,312 3,554 3,512 42 0 861 2,073 58.3 22.5 314 8.8

町 計 231,239 76,433 59,971 13,740 2,722 0 906 30,948 40.5 21.1 6,556 8.6

県 計 1,833,056 659,431 452,506 181,438 25,424 63 986 200,366 30.4 18.1 50,042 7.6

(注）三重県一般廃棄物実態調査報告書(平成25年度実績)による。

市町名

ごみ総排出量 (t)
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(２)種類毎の産業廃棄物排出量及び処理実績（H25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３)種類毎の産業廃棄物排出量、再生利用量、中間処理による減量、最終処分量の見込み

（H32 年度） 

 

  

構成比 再生利用率 最終処分率

合 計 8,505 100% 3,654 43.0% 258 3.0%

燃え殻 41 0.5% 34 82.9% 6 15.4%

汚泥 4,144 48.7% 458 11.1% 147 3.5%

廃油 68 0.8% 35 51.5% 1 1.0%

廃酸 69 0.8% 16 23.2% 1 2.0%

廃アルカリ 563 6.6% 47 8.3% 5 0.8%

廃プラスチック類 123 1.4% 75 61.0% 19 15.0%

紙くず 18 0.2% 5 27.8% 1 3.3%

木くず 154 1.8% 135 87.7% 4 2.3%

繊維くず 4 0.0% 3 75.0% 0 0.0%

動植物性残さ 35 0.4% 15 42.9% 1 2.3%

ゴムくず 0 0.0% 0 - 0 -

金属くず 153 1.8% 65 42.5% 1 0.6%

ガラスくず等 321 3.8% 267 83.2% 11 3.3%

鉱さい 86 1.0% 52 60.5% 11 13.3%

がれき類 1,598 18.8% 1,428 89.4% 14 0.9%

ばいじん 107 1.3% 84 78.5% 22 20.7%

家畜ふん尿 943 11.1% 906 96.1% 0 0.0%

その他 79 0.9% 29 36.7% 16 19.9%

排出量
(千t)

再生利用量
(千t)

最終処分量
(千t)

構成比 再生利用率 最終処分率

合 計 7,930 100% 3,459 43.6% 235 3.0%

燃え殻 13 0.2% 12 88.4% 2 15.7%

汚泥 3,742 47.2% 602 16.1% 139 3.7%

廃油 86 1.1% 47 54.3% 1 0.7%

廃酸 89 1.1% 22 24.4% 0 0.4%

廃アルカリ 756 9.5% 44 5.8% 6 0.8%

廃プラスチック類 132 1.7% 82 62.1% 17 12.8%

紙くず 16 0.2% 4 28.0% 1 3.9%

木くず 129 1.6% 113 87.9% 2 1.7%

繊維くず 3 0.0% 3 86.7% 0 0.8%

動植物性残さ 36 0.5% 16 45.2% 1 2.6%

ゴムくず 0 0.0% 0 2.6% 0 3.2%

金属くず 141 1.8% 60 42.5% 1 0.5%

ガラスくず等 251 3.2% 204 81.4% 10 3.9%

鉱さい 99 1.3% 61 61.6% 11 11.4%

がれき類 1,299 16.4% 1,167 89.9% 8 0.6%

ばいじん 113 1.4% 84 74.9% 23 20.5%

家畜ふん尿 943 11.9% 906 96.1% 0 0.0%

その他 83 1.0% 32 38.6% 13 15.2%

最終処分量
(千t)

排出量
(千t)

再生利用量
(千t)
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(４)業種毎の産業廃棄物発生原単位と活動量指標の推移 

 

 


